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教員養成系大学における 
地域連携の在り方に関する一考察
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抄録

2006年の教育基本法改正において社会貢献が大学の使命の一つであることが明記されて以降，大学の
地域連携活動が盛んになり，公開講座の開催といった機能的開放や大学教員や学生などの人材提供事
業をはじめ様々な取組が行われるようになった。そうした中，本研究において，事例を基に教員養成
系大学（学部・教職大学院）の地域連携活動の状況を見たところ，大学の一般的な状況と大きな差異
はないことが分かった。また，教員養成系大学（学部・教職大学院）における地域連携活動の中核は，
教育実習等での学部生や大学院生の受け入れ先となる学校や学校を所管する教育委員会との連携であ
る。こうした組織との円滑な連携を図っていくためには，交流拠点の設置とコーディネーターの配置
を行いながら，互酬制の原則に立ち，互いの顔が見えるレベルでの交流を通して信頼関係を構築して
いくことが重要である。
キーワード : 信頼関係，互酬性，コーディネーター，交流拠点

1. はじめに
　今日の大学においては，社会貢献が教育や研究と並ぶ
使命として大学憲章等に掲げられている。その主な背景
として，2006年 3月に閣議決定された「科学技術基本計
画」の中で，個性・特色を活かした大学の活性化（地域
に開かれた大学の育成）が取り上げられ，地域再生の一
環として，地域にとって重要な知的・人的資源を有する
地域の大学の活性化・活用の必要性が示されたこと，さ
らに，同年 12月に改正された「教育基本法」において，
社会貢献が大学の使命の一つであることが明記されたこ
とを挙げることができる。
　こうして大学の使命の一つに社会貢献が掲げられたこ
とにより，大学に対する地域からの期待が高まる中，日
本の大学における地域連携活動の歴史は浅く，十分な知
見が蓄積されているとは言えない状況にある中での対応
が求められている。
　そこで，本稿では，大学の地域連携活動に関する知見
の蓄積の一助となることを願い，筆者が在籍する地方国
立総合大学の教育学部・教職大学院における地域との連
携の状況を，これまでの研究成果を基に検討した上で，

ポストコロナの時期を視野に入れながら，教員養成系大
学（学部・教職大学院）における今後の地域との連携の
在り方について考察したい。

2. 先行研究に見る大学の地域連携
　本章では，先行研究を基に，大学の地域連携活動の現
状を概観した上で，地域連携活動発展のプロセスと地域
連携活動推進上のポイントの整理を試みたい。
2.1. 大学の地域連携活動の現状
　各大学が社会貢献の一環として行っている地域連携活
動には，様々なものが見受けられる。本節では，大学の
地域連携活動の現状を概観する。
　小池（2008）は，「大学の社会貢献は，学内に集積さ
れた資源の開放，つまり大学開放という方法によって行
われる」とし，大学の開放事業のカテゴリーとして，正
課教育の開放（学部・大学院課程への社会人入学，学部・
大学院課程の昼夜開講制，科目等履修生など），機能的
開放（大学公開講座，地域社会への研究成果に関する情
報提供），人材提供事業（学外での審議会や委員会等で
の教員の委員会活動，学外の講演会等での講師活動），
施設開放（大学図書館やグラウンド等の施設の一般市民
への開放），受託・共同研究（学外組織との受託・共同
研究）の５つを挙げている。これらを見ると，大学の地
域連携活動は，実に広範多岐にわたっていることが分か
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る。
　次に，地域連携活動の実施状況について，文部科学省
科学技術・学術政策研究所が 2014年に実施した「高等
教育機関（大学・短期大学・高等専門学校）における社会・
地域貢献活動」（野澤（2014）を参照）を見ると，高等
教育機関が実施する社会・地域貢献の取組の上位３つは，
「公開講座の開催」（92.5％），「学校外で開催される講演
会・社会教育事業への講師派遣」（83.9％），「社会・地
域問題への対処や地域活性化活動への教職員・学生の参
画」（74.9％）となっている。また，「一番注力している
もの」の上位３つは，「社会・地域問題への対処や地域
活性化活動への教職員・学生の参画」（16.5％），「連携協
定に基づく自治体との連携事業への教職員・学生の参画」
（9.6％），「公開講座の開催」（9.5％）となっている。
　以上のことから，大学の地域連携活動は，小池（2008）
が示した５つのカテゴリーのうち，機能的開放と人材提
供事業に当たるものが多いことが分かる。
2.2. 大学の地域連携活動発展のプロセス
　本節では，大学の地域連携活動発展のプロセスについ
て考察する。
　中塚ほか（2016）は，神戸大学と篠山市との連携事例
を基に，地域連携活動発展のプロセスを次のように示し
ている。まずは，「歴史的・個人的関係性」に基づく信
頼関係や社会関係資本の存在である。これが基盤となり，
大学と市との間での公式な地域連携協定の締結と活動拠
点施設の開設といった「制度的，組織的基盤」形成の段
階へと進んだ後，国の事業指定を受けるなどして「多様
な実践とネットワーク」形成の段階を迎える。そして，
最終段階として，教育と研究と地域づくりの融合が図ら
れ，連携のねらいが達成される「課題解決・価値創造」
の段階に至るとしている。
　ここから，大学の地域連携活動発展のプロセスを整理
すると次のようになる。第１段階として，基盤となる「歴
史的・個人的関係性」の存在，そして，第２段階が連携
の枠組みができる「制度的・組織的基盤」形成の段階，
第３段階は，「制度的・組織的基盤」の上で様々な実践
が展開される中，資源の有効活用を実現するためのネッ
トワークが形成される「多様な実践とネットワーク」形
成の段階，そして最終となる第４段階が，大学側と連携
先の地域が互恵的な関係となる「課題解決・価値創造」
の段階である。
2.3. 大学の地域連携活動推進上のポイント
　本節では，大学の地連携活動推進上の課題や推進上の
ポイントについて先行研究を基に整理することを通し
て，連携活動を効果的に進めていくためのポイントにつ

いて考察する。
　野澤（2014）は，先に示した文部科学省科学技術・学
術政策研究所の調査（2014）の結果を基に，地域連携活
動の課題として，職員や教員の不足のほか十分な収入や
外部資金を確保できないといった収入面の課題を挙げて
いる。また，中塚ほか（2016）は，大学側の体制として
求められる連携活動促進の課題として，連携推進を目的
とした建物・居室の整備やコーディネーターの配置，日
常的な相談体制やメンター制度の整備，連携を推進する
学生団体の登録・承認制度の整備，交通費等の資金の確
保といったハードとソフトの「インフラ」を整備するこ
と，そして，地域連携活動を部活動やサークル活動，ア
ルバイト活動に次ぐ第３の課外活動として位置付けると
いった大学における地域連携活動の積極的な位置づけ
を図ることの必要性を挙げている。また，大藪（2022）
は，資金面や人材面の問題のほか，学生の学びの質保証
といった教育に関する側面の問題を指摘している。角
（2004）は，連携先との相互理解を図るうえで情報発信
の必要性を指摘しているほか，継続的な連携を維持する
うえで互酬性の原則を必須の条件として挙げている。
　以上のことを踏まえ，大学が地域連携活動を通して，
大学としての使命を果たしていくうえで重視すべき点と
して，人的・物的・金銭的課題を抱える中ではあるが，
大学と地域，そして連携活動に関わる学生の三者の間で
互酬性の原則に立ち互恵的な関係が成立する方向で連携
の方法や内容を検討すること，そして，連携の要となる
交流拠点の設置やコーディネーターの配置の重要性を挙
げることができよう。そして，日常的に発生する課題に
対応するための相談体制や情報共有の手立てを整備して
おくことも大切であると言える。

3. 教員養成系大学（学部・教職大学院）に
おける地域連携活動 
～愛媛大学教育学部・大学院教育学研究
科教育実践高度化専攻（教職大学院）の
事例をもとに～

　愛媛大学教育学部・大学院教育学研究科教育実践高度
化専攻（以下，「教職大学院」という。）では，大学の基
本理念の一つ「地域とともに輝く大学」の下，教員や学
生の人材提供事業，公開講座や研究成果の情報提供など
の機能的開放，科目等履修生や大学院課程への社会人受
け入れ等の正課教育の開放のほか共同研究など様々な社
会貢献活動を行っている。
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　中でも特色のある取組が連携協定締結先へ学生を派遣
する取組「地域連携実習」である。本学教育学部は，現
在，愛媛県教育委員会の他，県内の 20市町のうち 10市
町と，また，教職員が組織する教育研究団体はじめ 4つ
の団体と連携協定を締結し，締結先の学校や団体の求め
に応じ，授業や保育でのアシスタントのほか放課後・休
日の部活動や行事等に学生を派遣する「地域連携実習」
を2008年度より制度化して開始している。実績を見ると，
集計が完了している直近 5年間の平均では，締結先より
年間 164件の依頼があり延べ 674人の学生が参加してい
る。この数は，在籍学生が年間１回以上参加している計
算となり，正課教育で実施している教育実習での学びを
定着・発展させる上で大いに役立っている。
　この「地域連携実習」の歴史的背景を見ると，そのス
タートは教育委員会との連携協定の締結にある。最初は
2002年度に松山市教育委員会と，その翌年度に今治市教
育委員会，愛媛県教育委員会と締結している。いずれも，
教育基本法に大学の社会貢献が規定される前である。連
携協定が締結された背景には，当時の学部長と関係教育
長との良好な関係があったという。2006年に教育基本法
が改正され，大学の社会貢献が示されて以降，締結先が
急増している。そして，締結先の学校等からの要請に基
づき，「教材研究プロフェッショナル講座」といった公

開講座や，大学教員の人材提供事業のほか，学生の人材
提供事業である「地域連携実習」を実施している。そして，
増加する学校等からの要請に対応するため，2009年度に
学部校舎内に「教職支援ルーム」を設置するとともに専
属職員を配置した。これにより，大学と地域との連携が
一層円滑になるとともに，教員を目指す多くの学生に対
し貴重な学びの機会を提供することができるようになっ
た。
　また，2016年度に教職大学院が設置された際，地域連
携が一段と進展した。最も特徴的なものが，教職大学院
と同年度に，教育学部のあるキャンパスに隣接して新設
された松山市教育研修センター（以下，「教育センター」
という。）との連携である。露口（2020）は，教職大学
院と教育センターとの組織間連携の特徴として次の 6点
を挙げている。1点目は，教職大学院の授業の一部を教
育センターで実施し市内教員に原則公開していること，
2点目は，教職大学院の研究発表大会の教育センターで
の開催，3点目は，教育センターの研究発表大会への大
学教員・学生の参画，4点目は，教育センターでの公開
講座「大学連携セミナー」の開催，5点目は，教育セン
ターで実施している教員研修の受講者が大学教員の支援
を受けることができる「大学連携研究サポート事業」の
実施，6点目は，松山市の教員育成指標の共同開発である。

松山市教育研修
センター

教育委員会

学校

学校

学校
講師・委員等の人材提供事業
公開講座等の機能的開放
科目等履修生等の正課教育の開放

教育学部

教職大学院

団 体

交流拠点
（大学連携室）

コーディネーター
（担当指導主事）

連連携携協協定定

信頼関係・互酬制の原則

教育実習生の受入
（学部生・教職大学院生）

施設開放、講師等の人材提供事業
講師・研究支援の人材提供事業、公開講座等の機能的開放

交流拠点
（教職支援ルーム）
コーディネーター
（専属職員）
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学校
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公開講座等の機能的開放
科目等履修生等の正課教育の開放

教育学部

教職大学院

団 体

交流拠点
（大学連携室）

コーディネーター
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連連携携協協定定

信頼関係・互酬制の原則
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（学部生・教職大学院生）

施設開放、講師等の人材提供事業
講師・研究支援の人材提供事業、公開講座等の機能的開放

交流拠点
（教職支援ルーム）
コーディネーター
（専属職員）

図 1　愛媛大学教育学部・教職大学院と地域連携の状況
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その他，センターの指導主事が教職大学院の授業講師と
なったり，センターの教員研修の講座を大学教員が担当
したりするなど，人材交流も行われた。時には， 教職大
学院での学びの成果を基に，現職派遣の大学院生が教育
センターの講師を担当することもあった。
　こうした，緊密な連携を支える基盤要因として，露口
（2020）は，教育学部講義棟から徒歩 3分という物理的
距離，教育センター内に設けられた「大学連携室」，大
学連携担当指導主事の配置，無報酬の原則の４点を挙げ
ている。
　教職大学院は 2020年度に定員を 15名から 40名に拡
充するなど，地域との連携を基盤に発展している。理
論と実践の融合を目指す教職大学院においては，教育実
習の充実が鍵となる。現在，連携協定を基盤に，松山市
内の公立小・中学校計 82校，県立高等学校 17校，県立
特別支援学校 11校が連携校として大学院生の受入れ先
となっており，学生にとっては個々の職能成長に応じた
オーダーメイド実習の実現を可能にしている。
　以上，愛媛大学の教育学部と教職大学院における地域
連携の状況を概観した。概要を図示すると図 1のように
なる。第２章で整理した内容と照らし合わせてみると，
地域連携活動の中身は学生や大学教員といった人材提供
事業の分野が多くを占めているほか，公開講座といった
機能的開放の分野がそれに次いでおり，一般の大学の状
況とよく似ていると言える。また，連携活動発展のプロ
セスを見ると，学部長と教育長との良好な関係（「歴史
的・個人的関係性」の段階）を基盤に，連携協定締結（「制
度的・組織的基盤」の段階）へと発展し，連携協定の締
結先からの要請が増大する過程で連携活動が深まり（「多
様な実践とネットワーク」の段階），教員不足の中，学
生が派遣された学校側の満足度が高まるとともに，学生
にとっては豊かな実習体験によって学びが深まるといっ
た，大学・学生・受け入れ先（教育委員会等や学校）の
三者が互恵的な関係（「課題解決・価値創造」の段階）
となっていった様子がうかがえる。そして，こうした連
携活動が発展する過程において，連携の要となる「教職
支援ルーム」や「大学連携室」といった交流拠点の設置
やコーディネーターの配置がなされている。このように，
連携活動発展のプロセスや連携活動推進上のポイントに
ついても，教員養成系大学（学部・教職大学院）は一般
の大学とよく似ていると言える。

4. 教員養成系大学（学部・教職大学院）にお
ける地域連携活動の特色と今後の方向性

　教員養成を目的とする教員養成系大学（学部・教職大
学院）における地域連携活動の大きな特色は，学生の学
びの場を学校現場に求める教育実習や学校への学生派遣
にあると言える。学校現場には先生たちが手塩にかけて
育てている子供たちがおり，その向こうには保護者もい
る。したがって，学生を派遣する大学と学校との信頼関
係が非常に重要となる。この信頼関係を構築するため，
大学は，学生の受け入れ校に対する説明会や情報交換会
の定期的開催のほか，学生の担当教員が実習校等を訪問
し，学校との信頼関係を深めるとともに学生への指導・
支援の充実を図ってきた。また，学生に対し，事前指導
を丁寧に行うとともに，実習での学びを深めるための省
察の時間を大切にしてきた。しかし，複数の学生を受け
入れる学校から，教職員とコミュニケーションが取れる
学生や目的意識をもち主体的に取り組む学生ほど成長が
大きいといった声をよく耳にする。こうしたことを踏ま
えると，事前指導等において，個々の学生に応じた指導・
支援の充実を図ることが課題の一つと言える。
　また，近年のコロナ禍の中，教育実習や人材提供事業
の中止が余儀なくされるケースも見受けられる。大学教
員が行う教員研修等はリモートでも実施できるが，教育
実習や学生を学校へ派遣する事業などをリモートで実施
することは困難である。学生への事前指導を徹底した上
で，実施時期や方法等の調整が必要になる。こうした時，
これまでに築かれてきた大学と受け入れ先との信頼関係
が大きく影響する。多くの教員が学生指導を担当する場
合，担当教員によって受け入れ校の対応が異なることも
ある。教員間の意識統一も課題の一つである。

5. おわりに
　大学の地域連携活動の状況や発展のプロセス，推進上
のポイントについて，大学の一般的な状況と事例として
取り上げた愛媛大学教育学部や教職大学院との間では大
きな違いは見られなかったことから，教員養成系大学（学
部・教職大学院）が地域連携活動を進めていく上で，大
学の一般的な状況を参考にすることは一定の意義がある
と考えられる。
　また，教員養成系大学（学部・教職大学院）において
は，学生の重要な学びの場となる学校やその学校を所管
する教育委員会との連携が大きなウエイトを占めている
ことから，連携先となる学校や教育委員会との信頼関係
を構築し維持していくことが重要である。しかし，毎年
度，人事異動がある学校や教育委員会との信頼関係を維
持していくことは，特に管理職が異動した場合など容易
ではない。学校や教員委員会には大学とは異なる文化が
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存在し，葛藤が生じることもある。「つながりづくりは
ひとづくり」であると言われている。コロナ禍のため困
難が生じることもあるが，日頃から，顔が見えるレベル
での交流を通して，互酬性の原則を踏まえながら信頼関
係を構築していくことが大切であると考える。

参考文献
角一典（2004）地域と大学との連携に関する試論．旭川
実践教育研究，8：35-36．

小池源悟（2008）大学と社会貢献．安原義仁・大塚豊・

羽田貴史　編著．大学と社会．放送大学教育振興会：
182-184．

中塚雅也・小田切徳美（2016）大学地域連携の実態と課題．
農村計画学会誌，35(1)：8-10．

野澤一博（2014）大学の地域連携の活動領域と課題．産学
連携学，13 (1)：3-7．

大藪俊志（2022）大学における地域連携活動 -現状と方向
性 -．佛教大学総合研究所紀要，29：46-47．

露口健司（2020）教職大学院と教育センター連携の最先端．
Synapse，73：28-31．


	_Hlk121093658
	_Hlk121093004
	_Hlk120965143
	_Hlk120625455
	_Hlk120573310
	_Hlk120965308
	_Hlk120962536
	_Hlk120998164
	_Hlk120982380
	_Hlk126740433
	_Hlk126482466
	_Hlk126740545
	_Hlk125213149
	_Hlk126493169
	_Hlk126493553
	_Hlk126486957
	_Hlk125445706
	_Hlk126742539
	_Hlk125019805
	_Hlk126741552
	_Hlk126741561
	_Hlk126488180
	_Hlk126741572
	_Hlk126488228
	_Hlk125815217
	_Hlk126742602
	_Hlk126742641
	_Hlk90823754
	_Hlk125992033
	_Hlk126484975
	_Hlk125543930
	_Hlk129339543
	依頼論文
	地域連携の基盤としてのスポーツ指導の社会的分業
	The Social Division of Labor in Sports Instruction as a Platform for Regional Cooperation
	鈴木　理/Osamu Suzuki

	教員養成系大学における地域連携の在り方に関する一考察
	A Study on Regional Cooperation in University of Teacher Training
	城戸　茂/Shigeru Kido

	医学教育における大学病院と地域の医療機関との連携
	Collaboration between University Hospitals and Local Medical Institutions in Medical Education
	阿部百合子，鈴木沙季，奥村恭男，阿部 雅紀，日臺智明/Yuriko Abe, Saki Suzuki, Yasuo Okumura, Masanori Abe, Chiaki Hidai

	スポーツ指導者の養成および活用における大学地域連携のあり方：運動部活動の地域移行化動向を踏まえて
	University-Local Community Cooperation on the Development and Utilization of Sport Leaders: Toward the Regional Transition of Extracurricular Sport Activities
	森丘保典，谷口勇一/Yasunori Morioka, Yuichi Taniguchi


	論文
	大学との連携によって実施した中学校体育授業に関する事例的研究：投能力向上のための学習プログラムについて
	A Case Study on Junior High School Physical Education Classes Implemented in Collaboration with An University: Learning Programs for Improving Throwing Ability
	高信清人，松原拓矢，伊佐野龍司，関慶太郎，小針幸世，青山清英/Kiyohito Takanobu, Takuya Matsubara, Ryoji Isano, Keitaro Seki, Sachiyo Kobari, Kiyohide Aoyama

	体験学習の実践知に関する大学地域連携学的一考察－学校におけるインターンシップやボランティアを例にして－
	A Study on Practical Knowledge of Experiential Learning from the Perspective of University Community Relations
	-Internships and Volunteer Work in Schools as an Example
	土屋弥生/Yayoi Tsuchiya


	書評
	『認知症の私から見える社会』
	『「脳コワさん」支援ガイド』
	大熊由紀子/Yukiko Okuma


	学会大会報告
	大学地域連携学会　第2回大会報告書
	大学地域連携とは何か—「地域連携」における大学の役割—
	落合康浩

	Local knowledgeの生まれる場所～当事者研究がもたらしたもの～
	上野千鶴子

	AOSYNが取組む地域との連携～信用金庫の地域連携活動～
	平岡治房


	一般発表
	地域スポーツ指導者にこれからの大学教育課程で求められることは何か—日本大学文理学部体育学科の場合—
	青山清英

	機能的経過分析を用いた運動観察の視点について
	井川純一

	大学と学校における体育授業の連携に関する一考察—中学生の投能力向上のための授業を対象として—
	高信清人

	学校におけるインターンシップの課題と展望
	土屋弥生


	　
	大学地域連携学会　会則
	大学地域連携学会　倫理規定
	大学地域連携学会　投稿規程


